

第２章　公契約条例の現段階と課題

　総合評価入札方式は、価格と価格以外のその他の条件を総合化して落札者を決定する。評価項目はどの項目をとってもワン・オブ・ゼムであるため、価格以外の要素に労働条項を入れてもその効果は薄まる。

　これに対し野田市公契約条例や川崎市契約条例は、市が発注した公共工事や業務委託事業に従事する労働者等に支払われるべき最低賃金（報酬）額を規定し、雇用・労働条件の確保を図ることにターゲットを絞ったものである。

　野田市公契約条例は、その目的について「公契約に係る業務に従事する労働者の適正な労働条件を確保することにより、当該業務の質の確保及び公契約の社会的な価値の向上を図り、もって市民が豊かで安心して暮らすことのできる地域社会を実現する」（１条）としている。川崎市契約条例では、公契約という用語を条例や規則に使用していないものの、川崎市が策定した説明用手引書（2011年４月）では、「条例に定める特定契約は、いわゆる「公契約」と呼ばれるものに関する規定であるが、一般的に「公契約」とは、公共事業に従事する労働者の賃金等について、その条例等で定める最低額以上の賃金等の支払い義務を契約の相手方に定める契約のことをいう」としている。

　このように２つの公契約条例は、従来から追求されてきた政策目的型入札改革とは一線を画し、ＩＬＯ94号条約(１)と同様に、雇用・労働条件の確保に特化してその実現を目指したものだと考えられる。
　ではなぜ、最低賃金等の雇用・労働条件の確保に政府の規整が必要なのだろうか。この点につき、例えば伊東光晴氏は、「収入の減った労働者の家計では家族も働きにでようとする。そのため労働供給量はいっそうふえ、労働市場での労働者の地位はいっそう悪化する」とし、労働市場では、賃金低下と供給圧力の増加の悪循環が続くことから、これを防止するためには、労働組合と並んで、賃金低下をくいとめる労働市場への政府の介入も認めなければならないと論じ、あわせて官製ワーキング・プアを生み出す入札制度そのものを改革すべきであるとしている(２)。また木下武男氏は、非正規雇用が拡大した中にあって、「企業内賃金運動」とは別に「社会的賃金運動」を意識すべきとした上で、後者について「公契約条例のもとでの賃金などが考えられる」としている(３)。

　すなわち、地方政府たる自治体も「労働者の適正な労働条件を確保」すべき（野田市公契約条例１条）なのであり、地域経済の健全な発展を図り、もって市民の福祉の増進に寄与する目的を達成するためには、自治体は「契約に関する施策を総合的に策定し、及び実施する」（川崎市契約条例２条）責務を有するのである。良質な雇用を確保し市民の福祉を増進するため労働市場を規整することは、自治体の果たすべき役割だといえよう。

　雇用・労働条件の確保に特化した本来の意味での公契約条例は、今のところ日本には２つの事例しかない。繰り返すまでもないが、一つは野田市公契約条例であり、もう一つは川崎市契約条例である。山形県公共調達基本条例は総合評価入札方式の手続きを条例化したもので、江戸川区公共調達基本条例は、公共工事において区内事業者を優先することを条例の名を借りて規定したに過ぎない。

　２つしかない公契約条例なのだが、比較・対照してみると、両者は２つの異なるタイプであることがわかる。これを端的に表現すれば、野田市公契約条例は、雇用・労働条件を確保するに考えられうる方策をすべて条例に盛り込む、条例重視・フルモデル型であるのに対し、川崎市契約条例は、最低賃金の確保に重点を絞った契約重視・ピンポイント型であるといえる(４)。

　　1.　契約手法による規整重視か条例による規整重視か

　自治体が入札等を通じて締結する工事又は製造その他の請負に係る契約は、民法上の契約である。自治法上の契約に関する規定は、民法の特別法として整理されている(５)。

　民法上の契約であるから、発注者である自治体と受注者である相手方の契約上の関係は、契約自由の原則が前提となる。野田市公契約条例も、公契約の定義（２条）において「地方自治法234条の規定による契約で、これは私法上の契約であって公権力の行使には当たらない。したがって、契約自由の原則が適用される」と解説している(６)。このような関係の下においては、公権力を背景とした権限を行使することなく、あくまでも民事的方法により契約内容の実効性を確保するほかない。この点に関し、例えば競争入札参加資格の停止措置も、契約自由の原則に基づき、相手方に対し事後的に、一定期間、契約締結機会への「出入り禁止」を迫るもので、これを恐れる企業が、参加資格停止措置に触れる行為を自己規制するという効果を狙ったものである。民事的方法による契約内容の履行確保とは、公権力を行使して義務履行を確保する行政制裁をはじめとする行政強制とはまったく異なる性質もので、あくまでも発注者と受注者の合意に基づき、双方が自主的に実施するものである。

(１)　契約手法重視の川崎市契約条例

　上記の行政契約の性質を最大限に尊重して条例上に位置づけたのが、川崎市契約条例である。

　川崎市契約条例は、市が実施する契約に関する施策に係る「市の責務」（２条）、「契約の相手方になろうとする者等の責務」（３条）を定め、そして川崎市と受注者が締結する契約書の約款に定めるべき事項を列挙する（８条）。

　川崎市契約条例８条は「市長又は公営企業管理者（以下「市長等」という）が締結する特定工事請負契約又は特定業務委託契約においては、次の事項を定める」として受注者に義務づけている。

①　対象労働者の作業報酬台帳を作成し、市に提出すること。

②　対象労働者に対して、作業報酬に関する事項を周知すること。

③　対象労働者が、基準額以上の作業報酬を受け取ることができるようにすること。

④　労働者から申出があった場合、誠実に対応し、その申出をしたことを理由として不利益な取扱いをしないこと。

⑤　履行確認に関する調査に応じること。

⑥　是正を求められたときは、履行に関する是正措置を講じ、その旨を報告すること。

⑦　受注者が調査に応じず、又は是正措置を講じない場合等は、市は契約の解除ができること。

⑧　契約の解除によって受注者に損害が生じた場合でも、その損害を賠償する責任を負わないこと。

　このように川崎市契約条例は、受注者との間で締結する契約に定める事項を条例上に規定したところに最大の特徴がある。つまり契約上の約束事を受注者に義務づけることを重視したのである。この点を証左するものとして、次の点に触れておかなくてはならない。

　第１に、川崎市契約条例には契約締結当事者である受注者から業務の一部を請負う下請負者に係る規定がない。第２に、下請負者に雇用されている者または受注者や下請負者に派遣されて業務を行う派遣労働者等という労働者の区分に関する規定もない。把握されなくてはならないのは、受注者か下請負者かに関わりなく、対象となった契約に係る業務に従事する者の「氏名、従事する職種、従事した時間、作業報酬の額」等であり、問われているのは、契約業務に従事している対象労働者に支払われている報酬が、条例で定める作業報酬下限額を下回っているか否かだけである（８条１号）。

　そして契約書の約款の中に、「受注者は、対象労働者に作業報酬が支払われるべき日において、支払われるべき当該作業報酬が支払われていない場合にあっては作業報酬下限額に当該作業に従事した時間数として規則等で定める方法により算定する時間数を乗じて得た額（以下「基準額」という。）を、支払われた当該作業報酬の額が基準額を下回る場合にあってはその差額を、当該日から起算して規則等で定める期間を経過する日までに、当該対象労働者が受け取ることができるようにすること」を定めるとしている（８条５号）。

　すなわち、下請者に雇用される労働者の場合であっても、最低でも条例で定める作業報酬下限額を支払うように受注者に義務づけ、支払われていなければ市は当該義務を果たすよう受注者に是正措置を勧告し、是正されない場合は、受注者との間で締結した契約を解除し、その後、受注者は一定期間、入札参加資格を停止され、場合によっては川崎市契約規則52条２項に基づき違約金を請求される。

　すべてが契約の当事者である川崎市と受注者との間で、両者の責任に基づき履行されるという仕組みなのである。

(２)　条例措置重視の野田市公契約条例

　これに対し野田市公契約条例は「まず条例ありき」という特徴を持つ。川崎市契約条例では契約書の約款として定めるとしている事項を、まずは条例の条文として起こす。

　もう一つの特徴は、履行確保の局面において、行政が前面に出てその役割を果たそうとしていることである。たとえば野田市公契約条例９条は、従事労働者から申出があった場合及びこの条例に定める事項の遵守状況を確認する必要がある場合、必要な報告を求め、または立ち入り調査を行い、労働者の労働条件が分かる書類その他の物件を検査し、もしくは関係者に質問することができるとしている。さらに「是正措置」（10条）では、報告、ヒアリング、立入検査の結果、受注者等が条例の規定に違反していることが明らかとなったときは、是正措置を講ずることを命じ、受注者等は、速やかに是正の措置を講じ、期日までに報告しなければならないとしている。

　ここでの問題は、報告を求め、立入調査を行い、是正措置を命じる相手の範囲である。野田市公契約条例では、契約の直接の相手方である受注者だけでなく、直接の契約当事者ではない下請負者及び労働者派遣法の規定に基づき受注者又は下請負者に労働者を派遣する者（以下、「受注関係者」という）にも、野田市自らが報告を求め、直接立ち入り調査を行い、書類の検査を行い、質問を行い、是正措置を命じることができるとする。すなわち履行確保のための野田市の行為は、直接契約当事者の受注者だけでなく、野田市と契約を締結していない受注関係者にも及ぶのである。

　契約の直接当事者ではない受注関係者に野田市の行政の権限を及ぼすことは、受注者とのみ締結する契約からは生み出せない。そこで野田市では、受注関係者等へ野田市自らが権限を行使する必要から、９条のような規定を置いたのである。

　この他、川崎市契約条例では契約書の約款に定めるとしている事項も、野田市公契約条例では条例に規定する。

　第１に、野田市公契約条例は、受注者の連帯責任を定める（８条）。そこでは、受注者は、受注関係者が支払う賃金等が基準額を下回ったときは、その差額分について、当該受注関係者等と連帯して支払う義務を負い（８条１項）、また、受注者は、建設業法又は下請代金支払遅延等防止法を遵守し、下請負者との契約を締結するに当たっては、各々の対等な立場における合意に基づいた公正な契約としなければならない（８条２項）としている。

　８条１項は、条例で定める賃金等の最低額の支払いについて、受注者に連帯責任を負わせることで条例の実効性を担保しようとすることから置かれたものである。また８条２項は2010年９月改正で新設されたもので、８条全体の趣旨である受注者の連帯責任の法的根拠を明らかにしたものである。

　なお、受注関係者等に野田市が直接に是正措置を命じること（10条）と受注者の連帯責任との関係については、条例８条の規定から、受注者へまずその旨を連絡し、受注者の責任で、受注関係者に指導させると説明している。

　第２に、11条１項で契約の解除とその要件を定める。そして契約が解除された場合は、「野田市建設工事等請負業者等指名停止措置要綱」の「契約に違反し、建設工事等の契約の相手方として不適当であると認められるとき」に該当するとみなされ、指名停止措置が行われる。さらに契約解除にともなって受注者等に損害が発生しても、この解除が受注者等の公契約条例違反によって発生したものであるから、野田市は責めを負わないことを明記する（11条２項）。これに加え契約の解除を行ったとき、または契約の終了後に受注者等がこの条例の規定に違反したことが判明したときは、受注者等の氏名及び所在地を公表するとしている（12条）。

　第３に、野田市から受注者への損害賠償の請求（13条）と違約金の徴収（14条）について定める。ただし損害賠償と違約金の関係については明示されていない。

　手引書では、契約期間中に契約を解除したときは、契約額の10％相当額の違約金（損害賠償）を請求し、契約終了後に条例違反が明らかとなったときも、違約金として契約額が１億円以上の場合は契約額の５％相当額を、5,000万円以上の場合は契約額の７％相当額を、1,000万円以上の場合は契約額の10％相当額を請求するとともに、指名停止を行うとしている。なお、この違約金の金額に係る定めは、条例・規則・要綱のどこにもなく、締結される契約書の約款に定められている。

　　2.　対象となる契約の基準を何に求めるか

　２つの公契約条例は、市が発注するすべての請負契約を対象としているわけではない。工事や業務委託の契約や指定管理者の協定の件数は多く、そのすべてについて公契約に係る条項を適用し、履行確保のための措置を講じることは現実的ではない。

　そこで両市とも、適用要件を予め定めて、対象となる契約や協定を絞り込んでいる。

　ここで課題となるのは、適用対象となる要件の基準をいかに設定するかである。

(１)　川崎市契約条例の適用対象契約　指定管理者を対象

　川崎市契約条例は、予定価格６億円以上の工事の請負契約を「特定工事請負契約」、予定価格1000万円以上の業務の委託に関する契約のうち規則等で定めるもの又は指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定を「特定業務委託契約」と呼び、公契約条項の適用対象契約としている。

　業務の委託に関する契約のうち規則等で定めるものとは、川崎市契約規則67条（特定業務委託契約の範囲）で、以下の契約を列挙する。

①　庁舎等の人的警備業務の委託に係る契約

②　建物の清掃・衛生管理に係る契約

③　道路等屋外施設の清掃の委託に係る契約

④　昇降機、浄化槽、設備の保守点検その他維持管理の委託に係る契約

⑤　電子計算機を使用して行われる情報入力等の作業を主とする業務の委託に係る契約

　川崎市の６億円以上という数字は、自治法96条１項５号の規定により議会の議決を要する契約の予定価格として、川崎市契約条例５条で定める金額に一致する。６億円以上の工事は、2010年度実績15件で、金額上は全契約の約半分をカバーする。

　一方、業務委託契約における1,000万円以上という数字には明確な基準はないが、対象契約は労働集約的な業務を中心に選定し、その件数は約100件といわれる(７)。

　川崎市契約条例の適用対象で最も特徴的なことは、指定管理者との協定を契約とみなし、対象としたことであろう。いわゆる公の施設の指定管理に関しては、自治法244条の２に定めるもので、その指定は契約ではなく行政処分であると解されている。これに対して川崎市は、最大限広く契約概念を捉え指定管理者との協定も契約的行為と解し、契約条例の対象としたものである。指定管理者との協定（約200件）に関しては金額上や業務上の区分はなく、すべての協定を対象としている。

　さらに川崎市契約条例は、市が出資する法人やＰＦＩ事業を実施する者として選定した者についても、この条例の趣旨にのっとり、川崎市契約条例に準じた措置を講ずるよう努めなければならないとし（12条１項）、さらに川崎市は、出資法人又はＰＦＩ事業者に対し指導又は助言を行うものとしている（12条２項）。

(２)　野田市公契約条例の適用対象契約　必要があれば公契約条例の対象とする定め

　野田市公契約条例は、市が発注する工事又は製造その他についての請負の契約を、すべて公契約と定義する。このうち野田市公契約条例が適用となる契約は、以下の通りである。

①　工　　事　予定価格が１億円以上となる契約（４条１号）

②　業務委託　予定価格が1,000万円以上となる契約で市長が別に定めるもの（４条２号）

　野田市公契約条例施行規則（以下、施行規則という）３条では、以下のように列挙する。

　ア　市の施設の設備又は機器の運転又は管理に関する契約

　イ　野田市文化会館の舞台の設備又は機器の運転に関する契約

　ウ　市の施設の設備又は機器の保守点検に関する契約

　エ　市の施設の清掃に関する契約

　オ　市の施設の電話交換、受付及び案内に関する契約

　カ　市の施設の警備及び駐車場の整理に関する契約

③　業務委託契約のうち、市長が適正な賃金等の水準を確保するため特に必要があると認めるもの（４条３号）

　　野田市公契約条例施行規則３条では、「保健センター、関宿保健センター及び野田市急病センターの清掃に関する契約」。

　①の工事の対象金額については、2011年９月に再び野田市公契約条例を改正し、現行１億円以上を5,000万円以上とする意向が示されている。その意図について野田市長は、川崎市が６億円以上の工事としたことにつき、金額による基準設定を高めに設定する流れを抑制したいと説明している(８)。

　４条２号のうち(イ)、(オ)、(カ)と４条３号は、2010年９月の条例改正で対象契約となったものである。

　野田市では、条例制定時（2009年９月）は事務量を勘案し適用範囲を限定して実施し、運用が軌道に乗った際は、適用範囲を拡大していきたいと説明していた。当時、野田市の契約担当職員は３人であったが、2010年度からは１人増員している。改正前の野田市公契約条例で対象となった契約件数は、公共工事が４件、業務委託が15件であった。

　４条３号は、予定価格1,000万円未満の清掃に関する契約で、特に支払い賃金が低いことが判明した契約である。野田市では旧条例で適用としていなかった契約についても、随時、支払い賃金に関する調査を進め、条例で規定する最低賃金に到達していない業種に関しても、必要があれば公契約条例の対象とするとした。

　一方、指定管理者については野田市公契約条例15条で、「公の施設の管理を指定管理者に行わせるため候補者を選定しようとするときも同様とする」とし、指定管理者の業務に従事する労働者や請負労働者等に支払われる賃金についても選定にあたって評価するとしているが、川崎市に比べ適用は間接的な適用にとどめている。

　条例制定後の適用件数等は、表２－１の通りである(９)。

表２－１　野田市公契約条例制定後の適用契約件数

	年度
	業　務　委　託
	工　事

（予定価格１億円以上）
	予定価格５千万円以上で賃金を評価する工事
	指定管理者

選定にあたり賃金を評価する

	10
	16件

年度途中に追加１件あり
	３件

うち１件は２箇年事業で、現場での作業は23年度から。
	６件
	３件

	11
	16件

指定管理者に移管された業務と条例改正で追加された業務あり。
	３件程度
	７件程度
	４件


　　3.　対象となる労働者等の範囲

　第４章「公契約が対象とする公共サービス従事者等の定め方」を参照のこと。

　　4.　適用労働者に確保すべき最低賃金等

　公契約条例で、受注者等がその雇用する労働者等に支払わなければならない最低賃金や報酬下限額をどのように設計し、基準を何に求めるのか。これが公契約条例に関する最大の課題である。「最低」、「下限」は水準問題であり、「基準」は仕事給か生活給かという賃金の根本問題に立ち返ることになる。

　野田市公契約条例、川崎市契約条例の最低賃金等の定め方の基準は、工事請負契約については一致し、両方とも公共工事設計労務単価という公の機関が調査した職種別賃金を基準としている。差異は水準問題だけである。一方、業務委託契約に関しては、公共工事設計労務単価のような人件費に係る公の積算基準がないため、川崎市は報酬下限額の設定にあたって生活保護基準を採用したのに対し、野田市は当初は公務の類似職種の高卒初任給から時給単価を導き出し、2010年９月改正では、職種別最低賃金をこれに付加した。

　注意深く見ておきたいことは、野田市は、公共工事は最初から職種別労務単価、業務委託は当初は類似職種である公務員の技能労務職の賃金の初任給、改正後は職種別賃金と、一貫して仕事に基づく賃金にこだわってきたことである。一方の川崎市は、公共工事は職種別最低賃金だが、業務委託は生活保護に算定基準を求めた。

　日本の地域別法定最低賃金の水準は多くの地域で生活保護の最低基準よりも低く、したがって公契約条例に定める最低賃金の水準設定にあたり、生活保護基準を参考に少なくともその水準まで引き上げるという世界が現出してしまう。おそらく日本だけの現象であろう(10)。

　すなわち、そもそも生活保護の19歳単身世帯基準という最も低い水準でさえクリアできない地域別法定最低賃金にこそ問題の本質がある。

(１)　川崎市契約条例　工事請負は設計労務単価の９割、業務委託は生活保護基準

　川崎市契約条例７条１項は、対象労働者に対して支払われるべき１時間当たりの賃金または請負代金の下限額（以下「作業報酬下限額」という。）を定める。そして２項で、特定工事請負契約に従事する労働者または請負契約による作業従事者に関しては、市が工事費の積算に用いる公共工事設計労務単価の職種ごとの単価として定められた金額に基づき設定し、特定業務委託契約に係る作業に従事するものに関しては、生活保護法８条１項に規定する厚生労働大臣の定める基準で川崎市に適用される額を基準とするとしている。

　作業報酬下限額の具体的な額は、別に設置する川崎市作業報酬審議会の意見を聴き（７条３項）、告示する（７条４項）。

　2011年度の作業報酬下限額は、３月に２回行われた川崎市作業報酬委員会の議を経て、次のように定められた。なお、川崎市作業報酬委員会の審議内容ならびに資料等は公開されていない。

　○特定工事請負契約における作業報酬下限額

　　　　公共工事設計労務単価の職種ごと単価×100分の90
　○特定業務委託契約における作業報酬下限額

　　　　川崎市に適用される生活保護世帯（最低）基準……893円
①　特定工事請負契約作業報酬下限額の平均落札率方式

　　特定工事請負契約における作業報酬下限額は設計労務単価の９割とするという考え方が採られた。これは平均落札率が100分の90であったためと伝えられている。平均落札率方式が最も適当としたのは、落札率は予定価格に対する実績値の比率であり、その結果を設計労務単価に乗じて得た額は、特定工事請負契約の作業報酬下限額の根拠として適当であると考えられたためであろう。

②　特定業務委託契約作業報酬下限額の生活保護世帯（最低）基準型

　　川崎市作業報酬委員会の審議内容ならびに資料等は公開されていない。このため特定業務委託契約の作業報酬下限額を893円／時とした根拠を推定する作業が必要となる。

　　川崎市では、生活保護基準を採用した理由について、「最低賃金と生活保護費の逆転現象や『働く人よりも生活保護を受給した方がよい』というモラルハザードに対応」するためと説明している。このことから生活保護基準を強く意識していることが推察される。

　　ところで、地域別最低賃金と生活保護基準の関係については、2008年７月１日に施行した「最低賃金法の一部を改正する法律」により、地域別最低賃金の具体的な水準決定にあたり、生活保護との整合性に配慮することが明確化された。

　　この場合、地域別最低賃金と比較される生活保護の算出基準は、［12－19歳単身の生活扶助基準第１類＋第２類（冬期加算含む）＋期末一時扶助＋住宅扶助実績値］から求められている。なお生活保護基準は月額が基本であるため、地域別最低賃金と比較するためには時給換算する（2009年度は173.8時間）とともに、税金や社会保険料等の費用を上乗せするため可処分比率（0.857）で除すことが必要である。

　　「最低賃金と生活保護費の逆転現象」を意識している川崎市の考え方を尊重し、上記の算式に、川崎市の生活保護基準を当てはめてみよう。

　　生活保護級地区分では、川崎市は１級地－１に該当する。現在適用されている「生活保護法による保護の基準」（厚生労働省告示）を用いて、12－19歳単身の生活保護基準を算定すると次のようになる。

	

	①　生活扶助基準第１類（食費等）……… 42,080円／月

②　生活扶助基準第２類（光熱費等）…… 43,430円／月

③　冬期加算（11－３月の期間支給）……　1,288円／月（＝＠3,090円×５月÷12月）

④　期末一時扶助（年末に１回支給）……　1,182円／月（＝＠14,180円÷12月）

⑤　住宅扶助実績値（平成21年度川崎市「生活保護の概況」より算出）…… 44,913円／月

　　（住宅扶助総支給額10,577,429,000円÷月平均実保護世帯数19,626世帯÷12月）

∴（①＋②＋③＋④＋⑤）÷173.8時間÷0.857＝892.2

　　　　⇒　893円（最低報酬という趣旨から切上げ）

	


　　おそらくこのように、地域別最低賃金と比較される生活保護の算出基準を用いて算出したのだろうが、生活保護基準はあくまでも生活保護基準であり、それも川崎市が採用したのは19歳以下の単身世帯の最低生活を保障する基準でしかない。実際に委託業者等がその雇用する労働者に支払っている賃金水準とは異なり、職種別にみれば実態はより高い水準にある。後に述べるように、野田市の例に準じて職種別最低賃金を付加すべきであろう。

(２)　野田市公契約条例　工事請負は設計労務単価８割、業務委託は最低賃金＋職種別最低

　　賃金

　野田市公契約条例では、受注者等は市長が別に定める１時間当たりの賃金等の最低額以上の賃金等（基準額）を適用労働者等に支払わなければならないとする（６条１項）。

　そして４項で、契約の種類ごとに以下のように定めている。

①　工事の基準額は、公共工事設計労務単価を基準として設定するとし、野田市公契約条例施行規則４条１号で「公共工事設計労務単価（基準額）に規定する職種ごとに、千葉県において定められた額を８で除した額に10分の８を乗じて得た額」としている。８で除するとは日給を時給に換算するもので、10分の８を乗じて得た額というところから、その80％以上の支払いを受注者に義務付ける。

　　計算式を示せば、公共工事設計労務単価（千葉県）÷８（時間）×0.8（定数）となる。

　　10分の８の根拠については明示的なものはなく、根本野田市長は「実態として下請けにいくとそれくらい下がってきているだろうなという状況を確認しながらつくっている」と証言している(11)。

　　ただしこの10分の８も、2011年９月に条例を改正し、10分の９とすることを検討するとの意向が示されている。その理由として根本市長は、「22年度実績では、（中略）２省単価の90％以上の賃金が全体の73％である。また川崎市は現行の平均落札率をもとに90％に設定」という理由を挙げている(12)。

②　業務委託の基準額は、野田市の職員の給料の額や国土交通省が示す官庁営繕委託費算出のための建築保全業務労務単価のほか、野田市が既に締結した契約に関係する労働者の賃金等を参照して、時間単価を算出して決定する。

　　具体的には、対象となる業務委託契約の種類に沿って、野田市公契約条例施行規則４条２号で以下のように定めている。

　ア　施設の設備又は機器の運転又は管理に関する契約　　　　　　　　1,480円

　イ　野田市文化会館の舞台の設備又は機器の運転に関する契約　　　　1,000円

　ウ　施設の設備又は機器の保守点検に関する契約　　　　　　　　　　1,480円

　エ　施設の清掃に関する契約及び保健センター、関宿保健センター

　　及び野田市急病センターの清掃に関する契約　　　　　　　　　　　　829円

　オ　施設の電話交換、受付及び案内に関する契約　　　　　　　　　　1,000円

　カ　施設の警備及び駐車場の整理に関する契約　　　　　　　　　　　　950円

　野田市公契約条例制定当初は、業務委託の対象契約は、(ア)施設の設備又は機器の運転管理業務、(ウ)保守点検業務、(エ)施設の清掃業務で、これらの業務に従事する労働者に対し、千葉県の最低賃金である時間給728円（当時）を101円上回る時間給829円を支払わなければならないとしていた。829円は、野田市職員の用務員の初任給（18歳）の月額給料相当額である13万5,100円に地域手当分として３％を加算し、これに12月を乗じた年間給与換算額を、さらに年間勤務時間数2,015時間で割り返すことで時給単価を算出したものである。計算式は以下のようになる。

　　　829円／時間＝月額135,100円×1.03×12月÷2,015時間

　野田市公契約条例施行後の最初の入札には15件の業務委託契約がかかったが、829円という最低賃金額が実際にヒットしたのは、千葉県の法定最低賃金ぎりぎりの水準で賃金を支払っていた清掃業務の４件だけで、施設の設備又は機器の運転管理業務、保守点検業務は、元々時間給829円を上回る賃金水準であったことから、実質的な効果はなかった。

　そこで野田市では、2010年９月の改正条例で、職種別賃金の設定が可能となるように規定を改正したものである。

　清掃以外の基準額の算定は、業務の種類によって次のように算定している。

(ア)(ウ)　施設の設備又は機器の運転又は管理ならびに保守点検に関する契約

　　　　　　建築保全業務労務単価（東京地区）保全技術員補÷８（時間）×0.8（定数）

　　　　　2011年度　14,800円（単価）÷８（時間）×0.8（定数）＝1,480円

(イ)(オ)　野田市文化会館の舞台の設備又は機器の運転に関する契約及び施設の電話交換、受付及び案内に関する契約

　　　　　　野田市の発注実績等を勘案し設定　　2011年度　1,000円

(カ)　施設の警備及び駐車場の整理に関する契約

　　　　　　建築保全業務労務単価（東京地区）警備員Ｃ÷８（時間）×0.8（定数）

　　　　　2011年度　9,500円（単価）÷８（時間）×0.8（定数）＝950円

　(ア)(ウ)(カ)のように建築保全業務労務単価（東京地区）を使用する場合は、公共工事の請負契約の基準額算定と同様に、その８割を最低賃金額としている。2011年９月の条例の改正の際、この定数を９割とするのかについては、明らかにされていない。

　このように野田市公契約条例の場合、最低賃金をまず設定してベースを作り、それに職種別最低賃金を付加するという２段階で設計されている。まずはすべての事業者に、少なくとも野田市が求める最低基準額まで支払い賃金額を引き上げてもらう。そして最低基準額をクリアしている職種の事業者には、少なくとも当該職種別最低基準額はクリアしてもらうという２段階水準である。

　そうなると最低基準額と職種別最低基準額のそれぞれが、妥当なものかどうかが次に問われる。とりわけ最低基準額は生活保護の最低基準以上となっているかが問われよう。

　そこで、先の川崎市の特定業務委託契約作業報酬下限額の算出に用いた、地域別最低賃金と比較される生活保護の算出基準の算式を用いて検証してみよう。

　算式は、以下の通りで、野田市は、生活保護級地区分で２級地－１に区分される。

［12－19歳単身の生活扶助基準第１類＋第２類（冬期加算含む）＋期末一時扶助＋住宅扶助実績値］÷173.8時間÷0.857（可処分所得率）

	

	①　生活扶助基準第１類（食費等）……… 38,290円／月

②　生活扶助基準第２類（光熱費等）…… 39,520円／月

③　冬期加算（11－３月の期間支給）……　1,171円／月（＝＠2,810円×５月÷12月）

④　期末一時扶助（年末に１回支給）……　1,075円／月（＝＠12,900円÷12月）

⑤　住宅扶助実績値（平成21年度野田市「生活保護法による保護状況」より算出）…… 27,801円／月

　　（住宅扶助総支給額315,594,043円÷平成21年度末被保護世帯数946÷12月）

∴（①＋②＋③＋④＋⑤）÷173.8時間÷0.857＝724.1

　　　　⇒　725円（最低報酬という趣旨から切上げ）

	


　上記の算定から、生活保護基準から算定した野田市の最低基準額は千葉県の地域別最低賃金相当の額であり、また野田市公契約条例の最低基準額は、これを104円上回っていることがわかった。

　　5.　その他の特徴的な措置

(１)　総合評価入札方式との関係

　野田市では、2010年度から予定価格が5,000万円以上の工事について、総合評価入札方式を採用している「野田市が発注する工事に係る総合評価入札方式の実施に関する要領」。

　先に述べたように、予定価格１億円以上の公共工事請負契約は、公契約条例の規定が直接適用され、入札前にあっては、支払予定賃金が市長の定める基準額を下回っている場合、その時点で当該入札参加者は失格となる。つまり基準額以上の賃金の支払いが入札参加資格となる。

　これに対して、野田市公契約条例15条に規定する総合評価入札方式が適用される予定価格5,000万円から１億円未満の工事に関しては、基準額以上の賃金の支払いを入札参加資格とはしないが、当該業務に従事する労働者や請負労働者の賃金等を評価項目としている。

　野田市の総合評価入札方式は加算方式で、評価値は「価格評価点＋技術評価点」である。評価点の算出は契約ごとに異なるが、2010年９月の道路改良工事の例では、価格評価点＝60×最低入札額÷入札額、技術評価点（満点で29点）＝入札参加者の評価項目の得点で求められている。技術評価点は、①企業の施行能力、②配置予定技術者の能力、③企業の社会性・信頼性、④企業の社会貢献度にそれぞれ配点され、労務賃金については④企業の社会貢献度の中で、公契約条例で規定されている額未満となっている場合は評価点から10点が減点（公契約条例で規定されている額以上は０点）される。29点中の10点であることからその割合は大きく、おそらく最低賃金額以下の企業は当該契約を落札することは不可能となるだろう。この点で労務賃金評価は、入札参加資格の消極要件として作用しているものと考えられる。なお企業の社会貢献度の他の評価項目は、障害者雇用の実績や高年齢者又は女性を正社員として雇用していることなどの社会的価値項目や、過去３年間のボランティア活動の有無という企業の社会的責任項目が設定されている。さらに、総合評価入札方式による落札者も、野田市公契約条例が直接適用される落札者と同様に、契約期間を通じて、基準額以上の賃金の支払いの履行確保が求められている。

　一方、川崎市でも、総合評価入札方式を2008年度から試行し、2010年７月から本格実施、そして2011年４月には政策目的型入札改革の要素も評価項目に設定した。今後、次世代支援育成に係る評価項目や業務委託契約への拡大も検討するとしている。

　川崎市の総合評価入札方式の対象は、原則として予定価格（税込）１億5,000万円（建築は３億円）以上の工事である。ただし野田市と異なり、価格次第で技術力によって生じた他者との差を覆すことが可能な、相対的に価格重視の除算方式が採用されている。また評価項目は、2011年４月から障害者雇用や男女共同参画に係る項目はあるものの、報酬下限額以上の支払いという措置は評価項目として存在しない。すなわち川崎市では、１億5,000万円以上６億円未満の工事に関して、若干の政策目的型入札改革項目を入れてはいるものの労働条項を評価していない。

(２)　低入札価格調査制度の拡充

　先述の通り、野田市公契約条例８条は、受注者の責任で下請者等における履行確保を行なわせるため、受注者の建設業法又は下請代金支払遅延等防止法の遵守を規定し、下請負者の適正な請負額を確保させることとしている。

　さらに下請者等への支払額を確保するため、2010年９月の改正野田市公契約条例では、元受となる受注者によるダンピングを防止するため、低入札価格調査制度の拡充を宣言した（16条１項）。これを受け野田市低入札価格調査実施要領も見直され、設計金額1,000万円以上の工事又は製造の請負に適用している低入札価格調査制度に、価格による失格基準を設けた。

　失格となる判定基準の額は、国土交通省の低入札価格調査制度対象工事に係る重点調査適用の判断基準となる額とし、調査基準価格（予定価格の70～90％）を下回る価格で入札を行った者のうち、入札書に合わせて提出した工事内訳書にある項目のうち、①直接工事費の75％、②共通仮設費の70％、③現場管理費の70％、④一般管理費の30％を下回った場合は、失格とするとした。

　なお2011年改正で低入札価格調査制度を業務委託にも適用するとしている。その理由について根本市長は、「平成23年度入札において（業務委託に関して）６割を切る落札があった」ことを理由に挙げている(13)。

　川崎市は、工事請負に関して低入札価格調査制度の措置を講じている。すなわち、予定価格６億円以上の工事で、総合評価入札方式が適用となるものについては、低入札価格調査を実施するとし、調査価格基準は予定価格の７割未満としている（川崎市建設工事低入札価格調査取扱要領２・３条）。さらに総合評価入札方式を適用し（予定価格１億5,000万円以上の工事）かつ予定価格（税込）６億円未満の場合は、調査基準価格を下回る価格をもって入札をした者のうち、積算内訳書で①直接工事費の75％、②共通仮設費の70％、③現場管理費の70％、④一般管理費の30％を下回った場合は、失格としている。

(３)　従事労働者の継続雇用の確保に向けた措置

　先述の通り、自治法234条の３の長期継続契約の規定を活用し、公契約の業務に従事する労働者の雇用安定につなげようとしているのが、野田市公契約条例である。

　野田市では、2010年９月の改正公契約条例で、「市長は、適用労働者の雇用の安定並びに公契約に係る業務の質及び継続性の確保を図るため、野田市長期継続契約を締結することができる契約に関する条例第２条に規定する契約を締結する等の必要な措置を講ずるものとする」との規定（16条２項）を新設し、あわせて３項で「受注者等は、適用労働者の雇用の安定並びに公契約に係る業務の質及び継続性の確保を図るため、公契約の締結前に当該公契約に係る業務に従事していた適用労働者を雇用し、及び前項の措置に係る適用労働者を継続して雇用するよう努めなければならない」と努力義務を規定した。

　とりわけ業務委託契約に関しては、競争における受注者の交替により、従事労働者の失職をいかに回避するかは、重大な課題として認識されなくてはならない。例えば、2006年に施行された「公共サービス改革法」（市場化テスト法）に基づく一般競争入札により、1971年以来登記簿の閲覧や登記事項証明書の発行事務を手掛けてきた「財団法人民事法務協会」は、2010年度実施の入札で297登記所のうち７登記所しか落札できず、その結果、645人にのぼるプロパー職員（女性が大半）が失職することとなった。登記事務に競争入札が導入されたのは2007年で、すでに３年間で約700人が失職していたのである(14)。

　競争入札や指定管理者制度などによる事業者の交替で、従前に当該事業に従事していた労働者が失職することを回避する方策は、法的枠組みとしては存在しない。また受注者と従事労働者は個別に労働契約を締結しているのであり、従前の事業者に雇用されていた労働者を入札後に新たに受注者となった事業者に雇い入れることを義務づけることは、契約自由の原則に反することとなる。そこで野田市公契約条例では、努力義務として規定している。

　川崎市の長期継続契約に関しては、改正前の契約条例にすでに規定されており、改正後においては、第６条で長期継続に係る契約の種類を規定し、「長期継続契約に係る入札・契約関係事務取扱要綱運用指針」で、①庁舎等の警備業務（人的警備）、②機械設備等の運転操作業務、③庁舎等施設の受付・案内業務、④給食、調理業務（公立保育園、介護施設等）を挙げている。ここでは川崎市が指定する特定業務委託契約とは別の観点から長期継続契約の対象が決定されているといえよう。

(４)　審議会形式の設置

　川崎市契約条例の特徴は、作業報酬審議会を設置することとしたことである（11条）。作業報酬審議会は、作業報酬下限額に係る事項のほか、「契約により市の事務又は事業の実施に従事する者の労働環境の整備を図ること」（４条６号）について、市長の諮問に応じ、調査審議するというものである。

　審議会は、委員５人、事業者（２人）、労働者（２人）及び学識経験（１人）から構成され、任期は２年である。

　2011年３月に開催された委員会の委員は、事業者２：労働者２：学識経験者１の構成で、同年４月以降に適用される作業報酬下限額に係る諮問について、上述の通り、答申した。

　競争入札の設計について学識経験者の意見を聞くことについては、自治令167条の10の２ ４項に「（総合評価入札方式で）落札者決定基準を定めようとするときは、総務省令で定めるところにより、あらかじめ、学識経験を有する者の意見を聴かなければならない」と定めている例がある。しかしこの場合は、「２人以上の学識経験を有する者」（地方自治法施行規則12条の４）で、川崎市契約条例のような事業者、労働者という当事者は含まれない。

　川崎市作業報酬委員会の仕組みは、ＩＬＯ144号条約で規定され、日本国内の多くの労働関係審議会が採用している「政府、使用者及び労働者の代表者の間で効果的な協議を行うことを確保する手続」という三者構成原則を準用したものである。

　　6.　公契約条例施行に伴う直接的効果～予算への影響、

　　　直接雇用の臨時・非常勤職員の賃金引き上げ～

　公契約条例の施行に伴い予算上にどのような影響があったのか。

　公共調達契約に係る入札において経済性の原則を重視する者にとって、公契約条例の施行による予算の増大は、当然避けるべき事態である。

　この点について、野田市では、公契約条例施行後の2010年度予算で890万円しか増大していないという。根本野田市長は、ある講演会で次のように証言している。

　「公共工事についてはそもそも２省単価をベースに積算したものでありますので落札価格が上がることはあっても予定価格の範囲内であり、予算の増額の必要はありません。業務委託契約については今年度（2010年度）の契約者、過去の応札者からヒアリングしたところ、国の定める最低賃金に若干のプラスした賃金を支払っていた業者が存在していました。他の経費も確認のうえ、公契約で決定した賃金の額を勘案し、約400万円を増額しました。これにともない市の臨時職員、第３セクターに働く職員の賃金を確認したところ、市の定めた時給829円を若干下回る者が存在しており、これを是正し、830円としました（約190万円の増額）。条例対象の15業務の入札結果は、総落札額で700万円増の３億9,300万円となり、臨時職員等の（増額）190万円と合わせても890万円の上乗せ経費となり、野田市全予算のわずか0.2％でしかありません｣(15)。

　条例施行を2010年２月１日とし、次年度の執行に係る契約の入札も前年度中に実施して、次年度予算に反映させる野田市の年度前入札の取り組みは、それはそれで重要な事柄だが、ここではまず公契約条例施行の効果は、予算総額に対して0.2％でしかなかったということに留意したい。また公契約条例の直接の対象ではない、市が任用する臨時職員の賃金について、職種により異なるが５～15円引き上げる結果になったことに着目しておきたい。

　川崎市でも、野田市と同様に業務委託に関して、前年度中に次年度分の執行に係る入札を実施している（多くは指名競争入札）。しかし改正契約条例施行に伴う2011年度当初予算の引き上げは行っていない。これについて川崎市は「予算計上額と入札を通じた実際の契約額との間で必ず契約差額がでる。したがって契約条例施行で予算は増やさない」という方針で臨んでいるといわれる(16)。

　また川崎市が直接任用する臨時・非常勤職員の時給単価と契約条例の報酬下限額との均衡については、893円以下だった職種について、2011年10月から893円まで引き上げる方向で検討に入っている(17)。

　　7.　公契約条例の発展にむけて

　ここまで野田市公契約条例と川崎市契約条例の構造と特徴について述べてきた。ここでそれぞれの条例の特徴をまとめておこう。

　まず川崎市契約条例は、①行政契約手法を重視した条例形式である。このため契約当事者である受注者の責務による履行確保を目指す。②指定管理者を全面的に対象としている。③公営企業、第３セクター、ＰＦＩ事業者も対象としている。④工事請負契約に関しては、「ひとり親方」を対象としている。⑤作業報酬下限額に関して、工事請負は２省単価の９割、業務委託に関しては生活保護（最低）基準を採用している。⑥三者構成の作業報酬審議会を置いている。

　これに対し、野田市契約条例は、①まず条例ありきの条例重視型である。このため履行確保については、市当局が前面に出て、受注者だけでなく下請負者等から直接報告を求め、立入調査も行うという仕組みを置く。②指定管理者は間接的対象で、努力義務である。③対象従事者は、労働基準法上の労働者性を重視する。④総合評価入札方式にも雇用・労働条件の確保の評価項目を設定している。⑤最低賃金額に関して、工事請負は２省単価の８割、業務委託に関しては公務員賃金の用務員の高卒初任給水準を最低額とし、これに職種別最適賃金額を付加する２段階水準方式である。⑥雇用の安定性確保のため長期継続契約も活用し、受注者等に雇用継続の努力義務を課す。⑦下請負者に雇用される労働者等の雇用・労働条件を確保するため、低入札調査制度も活用することを条例上で謳う。

　このように２つの条例の特徴を端的に述べれば、川崎市契約条例は最低賃金の確保に重点を絞った契約重視・ピンポイント型、野田市公契約条例は全般的な雇用条件の確保に向けた条例重視・フルモデル型であるといえよう。






































































































































































(１)　ＩＬＯ94号条約「公契約における労働条項に関する条約」（1949年第32回ＩＬＯ総会採択、日本未批准）がモデルとしたのは、大恐慌最中の賃金ダンピングに対抗すべく1931年に制定されたアメリカのデービス・ベーコン法であるといわれている。同法をはじめとする公契約規整法の制定過程については、さしあたり、以下を参照のこと。清水敏「公契約規制立法に関する一考察」早稲田法学64巻４号439頁以下（1989年）、山田卓生「公共工事契約の公正配分」横浜国際経済法学第１巻第１号11頁以下（1993年）。


(２)　伊東光晴「心に確たる対抗軸を」『世界』2010年８月号96頁以下（2010年）


(３)　木下武男「反貧困の賃金論」『世界』2011年３月号189頁以下（2011年）


(４)　野田市公契約条例の説明に関しては、とくに断らない限り、『野田市公契約条例の一部を改正する条例案の概要』（2010年７月のパブリックコメント資料）、『野田市公契約条例の手引』（2011年２月８日）を参照した。改正川崎市契約条例の説明に関しては、とくに断らない限り、川崎市『「特定工事請負契約」及び「特定業務委託契約」の手引き』（2011年４月）、『川崎市契約条例一部改正の説明会（資料）』（2011年２月24日開催）を参照した。


(５)　塩野宏『行政法Ⅰ』189頁以下（有斐閣,第５版,2009年）


(６)　野田市作成『公契約条例の概要【趣旨及び解釈】』（2009年９月の条例制定時）条例第２条（定義）関係の解釈。


(７)　2011年１月25日に行った川崎市契約条例担当者へのヒアリングより。


(８)　根本崇野田市長講演レジュメ『多摩市の公共サービス基本条例、公契約条例をめざすシンポジウム』（2011年６月11日）より。


(９)　野田市担当者のヒアリングから作成。


(10)　各国の社会扶助（生活保護）、最低賃金、老齢最低所得保障を比較分析したものとして、山田篤裕「国際的パースペクティヴから観た最低賃金・社会扶助の目標性」社会政策２巻２号33頁以下（2010年）参照。山田氏は次のように指摘する。「政府による最低所得基準を最低賃金として具体化させ、そこを出発点として社会保障給付や社会扶助に展開させている諸外国と比較すると、社会扶助から最低賃金あるいは老齢最低所得保障へという日本の展開方向は逆向きになっている」。


(11)　根本崇野田市長「ただ必要なものを作っただけ」（山幸宣・勝島行正・上林陽治編『公契約を考える』16頁以下（公人社,2010年）。なお総合評価入札方式の評価項目では、日野市が８割以上という基準を採用している。


(12)　前掲注(８)参照。


(13)　前掲注(８)参照。


(14)　「公共サービスが壊れる！　各地で相次ぐダンピング受注、官製ワーキングプアが蔓延」週刊東洋経済2011年２月26日号96頁以下。


(15)　鳥取県地方自治研究センター『とっとり』第５号３頁（2010年）。


(16)　2011年１月25日に実施した川崎市担当者へのヒアリングより。


(17)　2010年４月現在の川崎市臨時職員の時間単価は以下の通り。事務補助860円、保育士補助890円、調理員・屋内作業員890円等。





－ 2 －

－ 37 －


